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諸外国における公共安全ブロードバンドの現状と課題 
 

山條朋子†1 

 

概要：警察，消防，救急などの公共安全機関の通信ニーズは，音声通信から画像・動画の伝送に移行しつつある．米
国，英国，韓国などの諸外国においては，テロや大規模災害，既存の通信システムの契約更改等を契機に，公共安全
業界の要求を満たす公共安全ブロードバンドの実現に向け，周波数の割当，適切なネットワークモデルの選択，旧シ

ステムからの円滑な移行といった様々な課題に取り組んでいる． 
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Developments and Challenges of Public Safety Broadband Network 

in the US, the UK and South Korea 
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Abstract: This paper outlines the international progress towards introducing public safety broadband network, focusing on the 

developments and challenges observed in the United States, the United Kingdom and South Korea. 
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1. はじめに   

警察や消防，救急などの緊急サービス機関が利用する公

共安全無線通信のニーズは，ナローバンドによる音声通信

から，ブロードバンドによる画像や動画の伝送に移行しつ

つある．また，テロや大規模災害をきっかけに，緊急サー

ビス機関を含む公共安全ユーザーが一元的に利用できる通

信手段の必要性が認識される．こうした状況の下，諸外国

では公共安全無線ブロードバンドの導入計画が進んでいる．

本稿では，米国，英国及び韓国を中心に諸外国における公

共安全無線ブロードバンドの導入状況を整理した上で，導

入の途上で明らかになった課題について考察する． 

 

2. ネットワークモデルと周波数 

公共安全通信のネットワークモデルは，次の 3 つに大別

される． 

 専用周波数による専用のネットワーク：公共安全目

的に専用の周波数を割り当て，公共安全ユーザーが

ネットワークを排他的に利用する 

 商用モバイルネットワークの利用：専用周波数の割

当や専用ネットワークの構築を行わず，商用モバイ

ルネットワークを公共安全ユーザーが一般ユーザー

と共用する 

 ハイブリッド：専用の公共安全ネットワークと商用

モバイルネットワークの組み合わせ 

 
 1 (株)KDDI 総合研究所   

   KDDI Research, Inc..   

これまでのナローバンド公共安全通信の典型的なモデ

ルは，専用周波数による専用ネットワークであった．しか

し，商用モバイルブロードバンドの需要増に伴う周波数の

不足や，政府の財政事情，また 3GPP（3rd Generation 

Partnership Project）において，公共安全通信に対応した機能

の標準化が進んでいることなどを背景に，商用モバイルネ

ットワークを利用した公共安全ブロードバンドの導入を検

討する動きも出てきている．商用モバイルネットワークを

利用する最大のメリットはコストの削減である．欧州連合

（EU）の政策執行機関である欧州委員会は，2013 年より外

部シンクタンクに委託し，公共安全ブロードバンドに関す

る調査，研究を実施．2014 年 10 月に発表された報告書で

は，公共安全ブロードバンドに商用モバイル網を利用した

場合，従来の専用システムと比較して資本支出が約 70%，

運用コストが約 44%に抑えられるとしている． 

国際電気通信連合（International Telecommunication Union, 

以下「ITU」）では，2000 年 5 月から 6 月に開催された世界

無線通信会議（World Radiocommunication Conference（WRC）

-2000）において，公共保安・災害救援（Public Protection and 

Disaster Relief，以下「PPDR」）通信用に地域で調和のとれ

た周波数の範囲を検討するとの決議が採択された[1]．2015

年 11 月に開催された WRC-15 では，ブロードバンド PPDR

の通信標準として LTE を採用することを念頭に，

700/800MHz（694-894MHz）をブロードバンド PPDR 用の

周波数の範囲として特定した[2]．但し，PPDR は基本的に
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国内マターであることから，この範囲の周波数を PPDR に

利用するかどうかは各国の判断に委ねられる．これまでに

米国，カナダ，オーストラリア，チリ，カタール，UAE，

韓国，フランスが 700/800MHz を公共安全ブロードバンド

に利用することを決めている．公共安全ブロードバンド用

にどれくらいの幅の周波数が必要かは国によって異なるが，

国際的なベンチマークは 2×10MHz，既に専用周波数が割

り当てられた国では，2×5MHz または 2×10MHz が一般的

となっている． 

 

3. 諸外国の動向 

本章では，米国，英国及び韓国の公共安全ブロードバン

ドの導入状況をまとめている 

 

3.1 米国 

（1）政府と AT&T が推進する「FirstNet」 

米国では，2001 年 9 月に発生した同時多発テロをきっか

けに，警察，消防，救急等の「First Responder」と呼ばれる

緊急時対応機関が共通に利用できる全米規模の公共安全無

線システムの必要性が認識され，導入に向けた議論が始ま

った． 

2008 年に米連邦通信委員会（Federal Communications 

Commission，以下「FCC」）が実施した 700MHz オークショ

ンでは，758-763MHz 及び 788-793MHz（D ブロック）を公

共安全用とし，落札した免許人に対し，公共安全機関との

パートナーシップにより，商用サービスと公共安全で相互

運用可能なブロードバンドネットワークの構築を義務付け

た．しかし，D ブロックは最低落札価格に届かず，オーク

ションは不成立となったため，公共安全ブロードバンドの

構築計画は一旦中断された．2012 年 2 月，連邦議会で「2012

年 中間層の税負担軽減と雇用創出法」が成立．この法律の

一部として，758-768/788-798MHz（Band 14）を公共安全専

用の周波数とすること，全米公共安全ブロードバンドネッ

トワーク，「First Responder Network」（以下「 FirstNet」）の

構築予算として 70 億ドルを割り当てること，この計画を

主導する独立機関として 商務省電気通信情報庁（National 

Telecommunications and Information Administration ，以下

「NTIA」）の傘下に FirstNet Authority を設立することなど

が決定された[3]． 

FirstNet Authorityは，2013年から 2014年にかけて FirstNet

のコアネットワーク，RAN，バックホール，サービスプラ

ットフォームの仕様等について関係者に広く情報を求める

とともに，各州の要望等をヒアリングするため，全米 56 の

州・領地との協議を実施した．2016 年 1 月 13 日，FirstNet 

Authority は FirstNet の構築，運用に関する提案依頼書を発

表し，同年 5 月 31 日まで入札者の募集を実施した[4]．2017

年 3 月 30 日，商務省及び FirstNet Authority は，FirstNet の

構築，運用を担う事業者として米 AT&T を選定し，同社と

の間で，以下を主な内容とする 25 年間の契約を締結した

と発表した[5]． 

 FirstNet Authority は，20MHz 幅の周波数（Band 14）

を提供するとともに，FirstNet の構築のために今後 5

年間で 65 億ドルを拠出 

 AT&T は，契約期間中に約 400 億ドルの資金を投じ

て FirstNet の構築，運用，維持を行う 

 AT&T は，警察，消防，救急等の緊急対応機関（FirstNet

ユーザー）を自社の通信ネットワークに接続する 

FirstNet は，AT&T が構築するコアネットワークと，原則

として州が構築する無線アクセスネットワーク（RAN）か

ら構成される．FirstNet に参加するかどうかは各州の判断

に委ねられていたが，最終的に全米 50 州，ワシントン DC，

5 つの海外領（プエルトリコ，米領ヴァージン諸島，米領

サモア，グアム，北マリアナ諸島）が参加を表明した[6], [7], 

[8], [9]．ただし，州・領内の全ての公共安全機関に FirstNet

の利用を義務付けるものではない．AT&T は，2018 年 3 月

27 日より FirstNet のコアネットワークの運用を開始し，

2019 年 8 月時点で約 9,000 の公共安全機関が FirstNet と契

約し，75 万件を超えるデバイスがネットワークに接続され

ている[10]． 

2019 年 8 月 13 日，FirstNet Authority は，今後 5 年間の

FirstNet の発展計画をまとめた新たなロードマップを発表

した[11]．ロードマップは 15,000 人以上の公共安全分野の

専門家の意見を取り入れて作成されたもので，現在及び将

来の公共安全の運用に欠かせない技術や能力について，6

つのドメイン毎に優先的に取り組む分野が以下のようにま

とめられている． 

 ネットワークコア 

- コア及びクラウドベースの運用をユーザーによ

り近い場所に展開する方法を検討 

- 次世代技術（5G）に対する基本的なニーズに対

処するためのコアの発展 

 カバレッジ・キャパシティ 

- 公共安全の優先分野と考えられる場所において，

Band 14 による屋内・屋外のカバレッジを増強 

- 屋内のカバレッジ強化を促進するための政策，

法令，標準の見直しを支持 

- 様々な場所での運用ニーズ，技術オプションな

どを考慮し，可搬型設備を搭載した車両を増強 

 状況認識 

- 業界内でマッピングやディスプレイ技術の開発

や発展を促進する役割を果たす 

- 業界との協業により，人員，資産，脅威，危険に

関する情報を収集，統合，分析，共用するための

標準，デバイス，技術の発展を支援 

 音声通信 
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- FirstNet のミッションクリティカルプッシュト

ゥトーク（MCPTT）ソリューションの運用化に

ついて公共安全機関と協業 

- 3GPP やその他の LMR（Land Mobile Radio）-LTE

標準の発展のために積極的な役割を果たす 

- MCPTT の重要な特徴であるデバイス間通信

（ProSe），LMR-LTE 間相互接続，ディスパッチ

能力などの導入を支援 

 セキュアな情報交換 

- 国家レベルのデータセットへのアクセスや情報

交換を簡素化し，統合するためのガバナンスや

手続きの標準化に向けて政府と協業 

- 実体験の評価を通じて，ICAM（Identity, Credential 

& Access Management）のパフォーマンスや利用

を改善 

- エンドツーエンドの情報セキュリティについて，

業界標準や手順を評価 

 ユーザーエクスペリエンス 

- AT&T とともに，実体験の評価，ケーススタディ，

パフォーマンス分析を通じて優先サービスのパ

フォーマンスと有効性を改善 

- 直観的に理解できるユーザーインターフェイス，

相互運用可能なコラボレーション機能などを備

えた公共安全アプリケーションの発展と利用を

支援 

- スペシャライズドデバイスを含め，公共安全の

運用を支えるデバイスの発展と利用を支援 

 ロードマップを受け，FirstNet Authority の理事会は，2019

年 9 月 18 日，可搬型設備を搭載した車両の増強と，FirstNet

のコアを 5G 対応にアップグレードするための投資を承認

した[12]． 

 

（2）Verizon による独自の公共安全ブロードバンド 

米 Verizon は，2017 年 8 月 16 日，警察や消防，救急など

の緊急サービス機関向けの公共安全ネットワークを独自に

提供すると発表した[13]．Verizon は，長年にわたる公共安

全分野の実績をもとに，新たなネットワーク機能に相当額

の投資を行い，製品，サービスを拡充することによって公

共安全用 LTE ネットワークを強化するとして，次のような

計画を明らかにした． 

 公共安全通信専用のプライベートネットワークコア

を構築，運用する 

 ネットワークコアは，ネットワークアクセス，通話

ルーティングなどすべての通信機能を管理する 

 ネットワークコアは，商用ネットワークとは別に運

用し，公共安全機関の一次応答者に同社の LTE ネッ

トワークへのアクセスを提供する 

 必要な場合には，公共安全向けの優先アクセスやサ

ービスを無償で提供する 

 Push-to-Talk（PTT）Plus 等既存サービスを補完する

ため，新たなミッションクリティカル LTE 音声通信

に投資する 

Verizon は，自社の公共安全ネットワークは政府の補助金

やネットワークをサポートする州からの金銭的なコミット

メントを必要とせず，全て Verizon 自身の資金で構築する

と，FirstNet との違いをアピールしている．また，Band 14

にアクセスできるマルチバンドデバイスを用意し，FirstNet

の RAN との相互運用を可能にする考えである． 

Verizon は，FirstNet とほぼ同時期の 2018 年 3 月 29 日よ

り専用コアネットワークの運用を開始した．2019 年 7 月に

は，マサチューセッツ州と州全域で公共安全機関に無線サ

ービスを提供する契約を締結した．州内の公共安全機関の

ユーザーに対し，利用しているモバイル事業者，プラン，

デバイスに関わらず，シームレスな通信を提供するとして

いる．さらに Verizon は，2018 年 11 月，「5G First Responder 

Lab」をワシントン DC に設立し，公共安全向けの 5G ソリ

ューションの開発に取り組み始めている[14]．  

 

3.2 英国 

欧州各国では，欧州電気通信標準協会（ETSI）が 1994 年

に標準化した，「TETRA （TErrestrial Trunked RAdio）」と呼

ばれる域内統一規格の公共安全デジタル移動通信システム

が運用されている．英国（イングランド，ウェールズ，ス

コットランド）では，2005 年以降，民間の TETRA 事業者，

Airwave Solutions（Airwave）が専用周波数（380-420MHz）

を用いて緊急サービスネットワーク（Emergency Services 

Network，以下「ESN」）を運用している．Airwave と英政府

の契約は 2020 年までに満了となるが，英内務省は，料金の

高さを理由に同社との契約を更新せず，商用 LTE ネットワ

ークを利用し，緊急通信用の音声サービスとブロードバン

ドデータサービスを統合した次世代 ESN を新たに導入す

ることで，コストの削減を図ろうとした．内務省は，次世

代 ESN の運用や構築を担う事業者を入札により決定する

こととし，2015年12月までに次の 3社を選定した[15], [16]． 

 Kellogg, Brown and Root：ESN デリバリーパートナー

（レガシーシステムから新システムへの移行の総合

的な管理，新システムの運用支援） 

 Motorola Solution：ESN ユーザーサービス（通信イン

フラ及び公共安全アプリケーションの構築，開発及

び運営） 

 EE：ESN モバイル（全国をカバーするモバイル通信

ネットワークサービスの提供） 

内務省の当初案では，2017 年中頃には新システムへの移

行に着手し，現行システムの契約終了前の 2019 年 12 月に

は次世代 ESN が運用可能な状態となるはずであった．しか

し，英会計検査院（National Audit Office，以下「NAO」）や
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英議会から新システムに関する懸念が示されたことから，

計画は大幅に遅延することとなった． 

2016 年 9 月，NAO は，次世代 ESN 計画をレビューした

報告書を発表した[17]．その中で NAO は，新システムは，

現行の TETRA システムと比較して運用コストの大幅な削

減が可能とのデータを示すとともに，韓国の事例と並んで

世界で最も進んだ緊急通信のソリューションになるだろう

と評価した．一方で，NAO は，EE のネットワークカバレ

ッジや LTE の信頼性など技術的にも重大な課題が残され

ていると指摘．内務省は次世代 ESN のリスクを過小評価し

ているとして，独立組織による実験を行い，運用可能であ

ることを確認する必要があると提言した． 

英議会下院の公会計委員会は，2017 年 1 月，緊急サービ

ス通信のアップグレードに関する報告書を発表した[18 ]．

同委員会は，NAO と同様，ESN 技術が実際の環境で期待通

りに機能することを独立機関によって証明する必要がある

と指摘．内務省に対し，次世代 ESN の安全性が十分に確認

できるまで導入を遅らせるべきと提言し，導入スケジュー

ルの見直しや遅延に伴う予算について明確にすることを求

めた． 

これらの提言を受け，内務省は 2018 年 9 月，次世代 ESN

に関する新たな戦略的方向性を発表[19]．2019 年の早い時

期には警察，消防，救助，救急サービスが新システム上で

データ通信が可能になるとの見通しを示した．これに対し，

NAO は，2022 年までに新システムへの移行が完了すると

は考え難いとし，内務省がこのスケジュール通りの実施を

望むのであれば，課題を的確に把握した上で，改めて包括

的計画を策定するべきと訴えた．NAO は，2019 年 5 月に

も次世代 ESN 計画に関する報告書を発表[20]．スケジュー

ルが遅延したことで，これまでに 31 億ポンドの経費が余

分にかかっている上，将来的な進捗の見通しは依然として

不確実であるとして，内務省の対応を批判した．英メディ

アによると，内務省は，Motorola 及び EE との契約を 2 年

間延長し，2024年 12月までとすることを決定している[21], 

[22]．最新の計画では，新システムへの移行は 2020 年 9 月

から 2 年以上かけて段階的に行うとされている． 

 

3.3 韓国 

韓国では，2003 年の大邱地下鉄放火事件で 200 人近くの

死亡者を含め多数の被害者が出たことをきっかけに，警察，

消防，民間等で迅速に情報を共有し，対応に当たれるよう，

国家災害通信網の構築に向けた議論が開始された．しかし，

度重なる省庁再編や財政上の問題等により，計画は度々頓

挫した．その後，2014 年 4 月に旅客船セウォル号沈没事故

が発生．災害通信網が一元化されていなかったために初動

対応が遅れ，被害が拡大したとの批判の声があがった[23]．

これに対し，朴槿恵大統領は談話を発表し，国民に対し，

2017 年までに国家災害通信網を構築することを約束した．

大統領談話を受け，同年 5 月，韓国安全行政部は，国家予

算約 2 兆ウォン（約 2,000 億円）を投じて，災害安全通信

網を早期に実現すると表明し，通信主管庁の未来創造科学

部など関係省庁による検討を促した．2014 年 7 月，安全行

政部は，災難安全通信網の技術方式として未来創造科学部

が提示する LTE を採用することを決定．さらに同年 11 月

には，国務調整室の下で開催された周波数審議委員会にお

いて，災害安全通信網の専用周波数として 700MHz 帯の

20MHz 幅（718-728MHz/773-783MHz）を割り当てることが

決定された． 

2015年 10月，災害安全通信網の試験構築事業者として，

KT と SK Telecom がそれぞれ率いる 2 つのコンソーシアム

が選定され，同年 11 月から 2016 年 6 月末まで地域限定で

試験事業が行われた[24]．当初の計画では，2017 年中に事

業者を選定し，8 つの地域で本格事業を開始する予定であ

った．しかし，試験事業の結果を受けて予算や構築方法の

見直しが必要となり，さらに文在寅政権の発足によって事

業の優先度が下がったことから，本格事業の開始は 2018 年

以降に延期となり，ネットワークの全国展開時期は未定と

なっている． 

 

4. まとめ 

本稿で取り上げた国々では，テロや大規模災害，新規シ

ステムへの切り替え等を契機として公共安全ブロードバン

ドの導入が進められている．米国では，政府主導の全米公

共安全ブロードバンド「FirstNet」を AT&T が受注し，コア

ネットワークの構築，運用を行っている．Verizon は，

FirstNet に対抗して独自の公共安全ブロードバンドを提供

している．いずれも現在は LTE を利用しているが，将来的

には 5G 対応を視野に入れている．英国では，現行システ

ムの契約更改を機に，商用 LTE を利用した緊急サービスネ

ットワークを導入し，コスト削減を図ろうとした．しかし，

議会などからシステムの安全性への懸念が指摘され，新シ

ステムへの切り替えは当初のスケジュールから大幅に遅れ

ている．韓国では，2014 年 4 月の旅客船沈没事故をきっか

けに，国家災害通信網の構築計画が一気に進展した．2015

年から 2016 年に試験事業を実施し，2017 年までにネット

ワーク構築を完了するであったが，政権交代によって事業

が停滞し，本格的な導入の見通しは立っていない． 

我が国においても，公共安全ブロードバンドの導入に向

けた議論が始まっている．内閣府の規制改革推進会議は，

2017 年 11 月に公表した「規制改革推進に関する第 2 次答

申」の中で，電波制度改革の一環として共同利用型の公共

安全 LTE の創設を提言した[25]．これを受け，総務省は，

電波有効利用成長戦略懇談会（2017年 11月～2018年 8月）

の公共用周波数等ワーキンググループにおいて，公共安全

LTE 等の公共用周波数の再編・民間共用の推進について検
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討を行った[26]．また 2019 年 9 月に公表された周波数再編

アクションプラン（令和元年度改定版）では，前年度の改

訂版に引き続き，公共安全 LTE の導入に向けた検討を進め

ることが盛り込まれている[27]． 

米国や韓国の事例を見ると，公共安全ブロードバンドの

導入には，政府や公共安全機関，さらには国民がその必要

性について認識するとともに，計画を主導する専門機関や

強力なリーダーシップが必要であると考えられる．商用モ

バイルネットワークを利用したビジネスモデルは，周波数

の効率的利用やコスト削減という観点からは有効なオプシ

ョンである．一方，英国で指摘されているように，ネット

ワークの信頼性やネットワークカバレッジなどの課題を解

決しなければ，重大なリスクが生じる恐れがある．本稿で

取り上げた米国，英国，韓国の他にも，カナダ，ベルギー，

インド，中東諸国など公共安全ブロードバンドの導入を検

討したり，既に導入・運用したりしている国が少なからず

存在する．これらの事例を詳細に分析することによって，

我が国に適した公共安全ブロードバンドをいかに構築すべ

きかについて有益な示唆を得ることが期待できる． 
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